
１．株式交付制度と他制度の比較（法務観点）

株式交付のほかにも、自社の株式を対価として対象会社を子会社とすることができる制度があります。
以下、各制度と株式交付制度の違いを説明します。

株式交付制度について（②）

「株式交付制度」について、
全２回にわたり紹介します。

１．株式交付制度と他制度の比較
（法務観点）

２．株式交付の活用場面

３．株式交付制度と他制度の比較
（税務観点）

４．具体例でみる税務仕訳
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右記目次に倣い、法務上のポイント、
税務上のポイントを交えながら解説し
ていきます。

項目 株式交付 株式交換 現物出資

概要
対象会社の株主から対象会社株式を
譲り受け、当該株式の譲渡人に対価
として自社株式を交付する

対象会社の株主から対象会社株式
のすべてを取得し、対価として自
社株式を交付する

対象会社の株主を引受人とし
て対象会社株式の出資を受け、

自社株式を交付する

対象会社
株式会社

（外国会社は不可）
制限なし

一部取得の
可／不可

可能
（子会社化しない一部取得は

不可）

不可
（全部取得のみ）

可能

子会社株式
の追加取得
の可否

すでに対象会社の議決権の過半数を
有している場合は不可

可能 可能

買収会社
機関決定

株主総会特別決議（※１） 株主総会特別決議（※２） 株主総会特別決議（※３）

対象会社
機関決定

不要（※４） 株主総会特別決議（※２） 不要（※４）

備考
株式とともに金銭を対価にすることが

可能
（金銭のみは不可）

株式とともに金銭を対価にすることが
可能

（金銭のみも可）

原則、検査役による調査が
必要

※１ 簡易株式交付（交付する自社株式の対価の合計額が自社の純資産額に対する割合が5分の1を超えない場合）の場合は不要。
※２ 対価として譲渡制限株式を交付する場合は特殊決議が必要。例外的に株主総会決議を省略できる場合もあり。
※３ 公開会社や一定の場合には取締役会決議によることができる。
※４ 対象会社株式が譲渡制限株式の場合は譲渡承認手続きが必要。



株式交換は、以下のような場合実施することができません。
・対象会社を完全子会社にすることまでは予定していない場合
・対象会社の3分の1以上の議決権を保有している株主が株式譲渡を希望しないために株式交換
ができない場合

・対象会社の一部の株主がビジネス上の事情により株主として残存すべき場合
このような場合に、株式を対価とした子会社化の手法として株式交付を利用することが考えられ
ます。

株式交付の場合、金銭を対価とする買収に比べて資金調達の負担が軽減されるため、より少な
い資金で大規模な買収をすることができます。

ホウムちゃん

法務ポイント

2．株式交付の活用場面

現物出資は、原則検査役による調査が必要となるなど現物出資規制がありますが、
株式交付にはこのような規制はありません。

株式交換は対象会社の株式を全部取得する必要がありますが、株式交付は一部取得
が可能です。

株式交換と現物出資は、対象会社がすでに子会社となっている場合でも実施できま
すが、株式交付は「新たに子会社にする場合」でないと実施できません。

１ 大規模な買収が可能である

２ 株式交換が使えない場合の代替手段となる

株式交付は、完全子会社化の手法として利用することができます。
また、株式交換の場合は、対象会社の手続きとして株式交換契約に関する書面の備置きや株主

総会特別決議が必要となり、対象会社において煩雑な手続きを経なければなりませんが、株式交
付の場合は、特段手続きを必要としません（ただし、対象会社の株式が譲渡制限付株式の場合は、
承認手続きが必要となります）。

３ 対象会社で煩雑な手続を経ず、完全子会社化することができる

ホウムちゃん

法務ポイント

買収会社（株式交付親会社）が上場会社の場合、株式交付の対価として買収会社の株
式を交付することが金融商品取引法上の募集に該当し、同法の開示規制が適用されま
す。また、株式交付の決定は適時開示理由に該当するため、株式交付について取締役
会が決定した場合には、その旨の適時開示が必要となります。

株式交付による対象会社の株式の譲受けは、有償の譲受けに該当するので、
対象会社が上場会社の場合、金融商品取引法上の公開買付規制の対象となります。

以上の金融商品取引法上並びに会社法上の手続きを鑑みてスケジュール等を予め検討し、
株式交付を実施することが重要となります。
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項目 譲渡特例（株式交付） 株式交換 現物出資

対価の種類
買収会社株式、

金銭対価は20％以内で可
（⇒税務ポイント①）

（適格株式交換等）
買収会社及び

その親会社株式のみ

（上記以外）
買収会社及びその親会社株式

以外の資産

買収会社株式のみ

対象会社
株主の課税

（対価の80％以上が自社株）
課税繰延べ

（上記以外）
課税

（適格株式交換等・その他（※））
課税繰延べ

（上記以外）
課税

（適格現物出資）
課税繰延べ

（上記以外）
課税

買収会社による
対象会社株式の
取得価額

（課税繰延べの場合）
譲渡株主が50人未満･･･

譲渡株主の帳簿価額

譲渡株主が50人以上･･･
対象会社の簿価純資産価額
（⇒税務ポイント②）

（上記以外）
時価

（課税繰延べの場合）
株式交換時の対象会社の株主が50人未満･･･

譲渡株主の帳簿価額

株式交換時の対象会社の株主が50人以上･･･
対象会社の簿価純資産価額
（⇒税務ポイント②）

（上記以外）
時価

（課税繰延べの場合）
出資者における出資直

前の帳簿価額

（上記以外）
時価

対象会社の
課税

なし

（適格株式交換等）
なし

（上記以外）
一定の資産は時価評価課税の対象

なし

適格要件 ー あり あり

税務ポイント

ゼイムちゃん

①株式交付割合80％要件は、譲渡株主ごとに判定します。

②対象会社の簿価純資産価額は次の算式で計算します。

３．株式交付と他制度の比較（税務観点）

※非適格株式交換等のうち、完全親法人株式以外の資産が交付されないもの

以下、「譲渡特例（株式交付）」とは「株式等を対価とする株式の譲渡に係る所得の計算の特例」のことを指します。

株式交付または株式交換の直前の
対象会社の簿価純資産価額（前期
末の純資産価額（前期末から取得
日までの資本変動加減算後））

取得した対象会社の株式数

取得日における対象会社の発行済株式数
×
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・譲渡株主はS社の株式を100株（議決権割合100％）を保有していた。その取得価額は500万円であった。
・P社は譲渡株主からS社株式70株を取得するにあたり、時価480万円相当のP社株式及び現金120万円、
合計600万円相当を譲渡株主に交付する株式交付を実施した。

・P社はS社を子会社とすることになり、株式交付割合は80％（480万円/600万円）であるため、譲渡特例
（株式交付）の適用がある。
・S社の株式交付直前の純資産価額は700万円であった。
・P社において、増加する資本金は50万円とする。

P社
（株式交付親会社）

S社
（株式交付子会社）

100％

70％

30％

譲渡分
70株

350万円

30株
150万円

100株
500万円 P社株式

480万円

現金
120万円

取得費
350万円
×80％

譲渡益
50万円

取得費
350万円
×20％

譲渡益
200万円

譲渡株主の
取得価額

譲渡益の計上

譲渡益が
計上されない

交付資産の内訳

４．具体例でみる税務仕訳
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P社
（株式交付親会社）

S社
（株式交付子会社）

譲渡株主 譲渡株主

前提

譲渡株主の課税

株
式
交
付
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税務仕訳

現金 120万円 S社株式 350万円※１

P社株式 280万円※2 譲渡益 50万円

譲渡株主

S社株式 400万円※3

資本金等の額
（資本金）

50万円

資本金等の額
（資本準備金）

230万円※4

現金 120万円

P 社

※1 譲渡株主におけるS社株式の譲渡原価

譲渡株主のS社株式取得価額×譲渡割合
＝500万円×70％
＝350万円

※2 譲渡株主におけるP社株式の取得価額

譲渡株式の直前帳簿価額（上記※1の価額）×株式交付割合
＝350万円×80％
＝280万円

※3 P社におけるS社の取得価額

譲渡株主が有していたS社株式の取得直前における帳簿価額×株式交付割合
＋P社株式以外の交付資産

＝350万円×80%＋120万円
＝400万円

※4 P社において増加する資本金等の額

株式交付子会社株式の取得価額ー増加資本金ーP社株式以外の交付資産
＝400万円ー50万円ー120万円
＝230万円

債権者保護手続を行う場合（株式交付対価に一定の金銭等
が含まれる場合）には、株式交付計画の定めに従い、株主
資本等変動額について「その他資本剰余金」を増加させる
ことができます。
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